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1 . はじめに 
2004年 4 月の国立大学法人法の施行, 私立学
校法 (私学法) の改正を契機に, 国立大学も私
立大学も経営とガバナンスに大きな変革を求め





































察する｡  3 節では, 大学設置基準の遵守の厳格
化が要請されている中で, それが定める授業, 
試験, 及び成績評価基準に対して, 適正な法的






検定 (KS 検定) について, 要説する｡  5 節では, 
KS 検定を適用して試験の得点分布のサンプル
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事例が, 正規分布と有意に異ならないという帰
無仮説を検証する｡  6 節では, 広く使われてい
る現行の絶対評価基準や相対評価基準の長所と
短所について, 理論的に検討し, その抱える問
題点を明らかにする｡  7 節では, 日本でも採用
されつつある現行の GPA 制度の長所と短所を





2 . 大学教育のガバナンス 
2 . 1 . 少子化の進行と大学の構造改革 
戦後の高度経済成長の過程で, 大学や短大な
どの高等教育機関への進学率は1960年 (昭和35



























































ように努力し, 構造的な赤字, 財政不健全化, 
経営悪化を招来しないように, そして経営破綻
の危機に陥らないように, 弛まぬ経営努力をす
る必要がある(注 3 )｡ 
2 . 2 . 大学設置基準の大綱化と自己規律・ガバ
ナンス 
こうした社会・経済・政治的な環境の変貌の
下で1991年 2 月, 文部省の大学審議会から 『大
学教育の改善について』 が答申され, それに基
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賛助会員大学 (未評価) が協会に加盟している｡ 



























ことが要請されている(注 5 )｡ 
2001年 4 月に成立した小泉内閣は, 1990年の
バブル崩壊以降の平成長期不況から日本経済を
再生するために ｢聖域なき構造改革｣ を断行し, 
大学にも構造改革の波が押し寄せた｡ 2001年 6 




行政改革会議の答申を受け, 2003年 7 月には国
立大学法人法が成立し, 2004年 4 月から同法が




2 . 3 . ｢学士力｣ の質保証 
さらに少子化が進む中で, 大学教育のガバナ
ンス＝規律付けを一層厳格に推進し, 教育の質




力｣ と定義し, ｢学士｣ が保証する能力の内容



































3 . 態度・志向性 
(1) 自己管理力 
自らを律して行動できる 




















けを講義する知育 (intellectual training) では不
十分であり, さまざまなスキル・技能を教授す
る技育 (education of technical skills) も必要であ
り, 社会生活に必要な態度・志向性・倫理も培




ので, 学部・大学全体として 4 年間のカリキュ
ラム体系の中で実施すればよい｡ これを受けて
各大学は, 専攻分野毎に ｢学士力｣ を質保証す
るために, 入学者受け入れ方針 (admission policy), 
教育課程編成方針 (curriculum policy), 学位授与
方針 (diploma policy) を明確化するとともに, カ
リキュラム再編成を行い, 科目毎に学習達成目
標, その達成方法, 成績評価, 卒業判定などに
ついて, 従来よりは明確で厳格で適正な基準を
策定・実施する方向で検討しつつある(注 6 )｡ 














どがキャリア教育である｡ いわば ｢学士力｣ 教
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これらが具体的事例として想定されている(注 7 )｡ 














れているが, FD 活動, 自己点検評価, 認証評価
などを通じて善処が求められている｡ そこで本
節では, 大学設置基準が要請する授業, 試験, 
及び成績評価基準の要件について, 文部科学省見
解に準拠しつつ整合的な法的解釈を検討する(注 8 )｡ 











第二十五条では, ｢(授業の方法) 第二十五条 
授業は, 講義, 演習, 実験, 実習若しくは実技
のいずれかにより又はこれらの併用により行う
ものとする｡｣ と定めているので, この ｢授業｣ 









て ｢授業｣ 時間を充当しなければならない｡ 
国公立大学では従来からこの基準は比較的に











法｣ ということではなく, それを満たすように, 
改善の方向性をもって善処すればよい場合もあ
る｡ 









90  大学教育のガバナンスと成績評価基準 (上) ＝質保証と GPA 制度＝ 
35週にわたらなければならないと定めているの
で, ｢定期試験等｣ の期間は 5 週が必要である｡ 
二期制に分けているところでは前期試験と後期
試験の合計で 5 週あればよい｡ 
｢定期試験等の期間｣ に行う ｢定期試験等｣ 
は, 最終的な学修成果を判定するためのもので
あり, 必ず実施しなければならない必須要件で
ある｡ この ｢定期試験等｣ を二十三条で定める
30週にわたる ｢授業｣ の一部として実施するこ
とはできない｡ その30週とは別途の 5 週におい
て実施する必要がある｡ 
｢定期試験等の期間｣ を 5 週としたことには
それなりの合理性がある｡ 試験ではカンニング
等の不正行為を防止するため 1 列置きに着席さ

















｢定期試験等｣ とは, 定期試験を当然含むが, 
｢等｣ とあるので第二十七条の但し書きと併せ


















いる｡ 第二十一条第三項では ｢第二十一条 3 






第二十七条により ｢単位を与える｣ ためには 









てよい｡ すなわち第 1 に試験の日時が ｢定期試
験等の期間｣ に定められていること, 第 2 に試
験の会場が定められていること, 第 3 に学生証
などによる本人確認が試験監督により行われる











期間内の授業内試験, 小テスト, レポート, 平
常点だけで単位を与えることはできない｡ 旧来
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3 . 4 . 授業の方法, 内容および授業計画の明示 
大学設置基準では, ｢(成績評価基準等の明示等) 




授業の方法, 内容, 授業計画を, ｢大学は｣ 大学
として発行する講義概要・シラバス等に予め明





学校教育法では, ｢第六条 学校においては, 
授業料を徴収することができる｡｣ と定め, 学
校が授業料の徴収権を有することを明記してい
るので, ｢大学｣ として学生に授業を提供し, 




























3 . 5 . 成績評価基準の明示 
大学設置基準では, ｢(成績評価基準等の明示















のように ｢客観性及び厳格性｣ を確保しつつ, 
文字成績 (Letter Grade) による成績評価を導く
か, その評価方法を明記する必要がある｡ 
授業期間内の小試験やレポートは必須ではな
いが, それらによる得点を ｢試験｣ による得点
に加えて総合得点を算出してもよく, その場合
には総合得点の算出方法を, 学生に分かりやす
く, できるだけ詳しく書く必要がある｡ 例えば, 
得点算出方法として  ｢総合得点は定期試験 









合は, ｢契約｣ に反することになり, 第二十五





得点は定期試験 (60％), 授業期間内の小試験 




とがある｡  あるいは  ｢総合得点は定期試験 










下のような 4 段階評価基準, または 5 段階評価
基準がある｡ それぞれに絶対評価基準 (absolute 
evaluation : AE) と相対評価基準 (relative evalua- 







絶対評価基準 AE4 相対評価基準 RE4 成績評価 1 成績評価 2 
100～80点 100～85％ (上位15％) 優 A 
79～70点 84～50％ (次の35％) 良 B 
69～50点 49～15％ (次の35％) 可 C 
49～0点 14～0％ (下位15％) 不可 D 
 
5 段階成績評価基準 
絶対評価基準 AE5 相対評価基準 RE5 成績評価 1 成績評価 2 
100～90点 100～90％ (上位10％) 秀 S or A+ 
89～80点 89～65％ (次の25％) 優 A 
79～70点 64～35％ (次の30％) 良 B 
69～60点 34～10％ (次の25％) 可 C 
59～0点 9～0％ (下位10％) 不可 D 
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〔注〕 
注 1 ：私学をめぐる社会・経済等の状況の変化につ
いては, 片山 (2006) が詳細な考察をしている｡ 
注 2 ：教育の ｢護送船団方式｣ については, 金子 
(2001) が最初に指摘したと見られる｡ 




注 4 ：大綱化を共通 (教養) 教育の立場から分析・評
価した論考に, 林正人 (2003) がある｡ 











注 6 ：読売新聞朝刊2010年 3 月30日号による｡ 
注 7 ：私立大学情報協会では, ｢学士力｣ の指針に基
づいて, 各専攻分野毎に達成目標, 達成方法, 測
定方法などについて, 2009年度には報告書をま
とめて文科省へ提言し, また加盟大学へ報告し
た｡ 
注 8 ：文部科学省高等教育局大学振興課及び高等教
育企画課へのヒヤリングに基づいている｡ 
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